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普通会計とは、地方財政の分析などに利用するため、総務省の定める基準に

よってまとめたもので、本市では、ほぼ一般会計と同じです。

企業会計手法を活用した発生主義により資産・負債をより正確に把握し、官

庁会計を補完する目的で作成するものです。





第１章 習志野市の概要                                             

 

１．習志野市の沿革 

本市は、千葉県北西部、東京湾に面した位置に所在し、周囲は千葉市、船橋市、八千代市

に隣接しています。 

昭和２９年８月１日に人口３万人、約１８ｋ㎡でスタートした本市は、現在までに人口は 

約１８万人となり、また、面積は埋め立て等により約３ｋ㎡拡大しました。まちづくりの基本理念

として 「文教住宅都市憲章」を昭和４５年に制定し、住居地域が充実した文教住宅都市とし

て歩み続けております。 

西部地区には、ラムサール条約に登録されている谷津干潟がある他、近年では、ＪＲ津田

沼駅南口から徒歩５分ほどの農地（約３５ヘクタール）を住宅地に転換させ、「奏の杜」とし

て土地区画整理を行ったことにより、大型商業施設や集合住宅、戸建住宅、公園などが整備

されました。 

主要交通である鉄道が市内中心部を横断し、５路線７駅が設置され、市内どの地域から

も約２ｋｍで駅へ行くことができ、鉄道へのアクセスは大変優れています。 

 

２．習志野市の人口・規模 

 
３．習志野市の公共施設 

上記のとおり、東京への通勤圏として利便性の高い住宅地を中心とする本市は、首都圏

の拡大とともに高度経済成長期とその後の人口増加に伴い都市化が進みました。そのため、

宅地が造成され多くの市民が移り住むと、学校などの公共施設が必要となり、開発に併せて

短期間に多くの公共施設が整備されてきました。 

これらの公共施設が、今、次々と更新時期を迎えています。 

 

 

令和５年３月３１日現在のデータ 

住民基本台帳人口 
175,043人 

県内で 9番目に多い 

面積 
20.97ｋ㎡ 

県内で 4番目に小さい 

人口密度 
8,347人/ｋ㎡ 

県内で 3番目に高い 

消防訓練棟 
市役所庁舎 

野田 

成田 
銚子 

千葉 

館山 

習志野市 
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１.　過去２０年間の歳入決算推移

第２章　令和４年度普通会計決算

　市税は、市民税において個人所得の増加や景気回復の状況にあったことにより個人分が増収となった
一方、主要法人の減収などにより法人分は減収となりました。

　固定資産税・都市計画税では、令和3年度に限り適用された新型コロナウイルス感染症に伴う税額据

置措置の終了や、新築家屋への新規課税などにより増加となりました。
　市税全体では、令和3年度と比較して約7億5千万円の増額となりました。

　地方消費税交付金等が平成27年度、令和2年度に大幅に増加したのは、消費税の税率改定影響額
が通年ベースで収入されたことにより、地方消費税交付金が増加したことによるものです。

※表中の金額は表示単位未満四捨五入のため、小計及び合計が異なる場合があります。

　国県支出金は、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止や、感染拡大の影響を受けている
地域経済や住民生活を支援するため、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業

を実施することを目的とした新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が設けられたことなど
により増加しました。令和3年度から令和4年度にかけては新型コロナウイルス感染症対策に伴う事業に

係る補助金が段階的に縮小されたことにより減少しています。

　使用料・財産収入等が平成25年度、平成28年度、令和元年度に大幅に増加したのは、それぞれ仲よ
し幼稚園跡地、しおかぜホール茜浜用地、芝園2丁目の市有地の売却による不動産売払収入の増によ

るものです。

　地方交付税のうち普通交付税は、臨時財政対策債振替相当額が減少したことにより、基準財政需要額

が増加した一方、市税収入などの増加により基準財政収入額の増加額が基準財政需要額の増加額を

上回ったことから、交付額が減少しました。

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H20

年度

H21

年度

H22

年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R元

年度

R２

年度

R３

年度

R４

年度

市債 47 40 32 23 25 26 33 51 56 46 46 45 41 68 56 71 64 63 52 26

地方消費税等 30 34 35 41 25 23 23 22 22 20 23 26 36 32 36 38 40 45 52 53

国県支出金 39 40 41 37 44 50 82 83 93 85 87 92 103 103 114 115 119 329 192 169

地方交付税 30 27 28 19 16 14 10 26 55 36 37 43 43 32 22 14 15 16 30 29
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２.　過去２０年間の市税収入の推移（項目別）

　市税収入は歳入の根幹を占めるものです。「自立したまちづくり」を進めるためには、自主財源の柱で
ある市税収入の確保が大きな課題となります。
（自主財源比率  R2年度 45.3%　→　R3年度 52.4%　→　R4年度 58.3%）

　自主財源比率が年々増加している要因としては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止等に関連した

国県支出金といった依存財源が段階的に縮小していることによるものです。
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その他の市税 31 30 30 29 29 30 29 30 31 30 31 32 32 32 32 32 33 33 34 35

固定資産税 90 93 93 90 93 96 96 97 95 92 93 97 98 100 101 104 107 110 112 115

法人市民税 11 12 16 17 17 20 13 14 18 18 21 22 21 22 21 23 19 13 15 14

個人市民税 94 89 93 102 119 120 120 112 109 112 113 116 118 122 125 127 129 130 130 134

計 226 224 232 239 258 265 257 253 252 251 257 267 269 276 280 287 287 286 291 299
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固定資産税

その他の市

税（たばこ

税、軽自動

車税等）

市税全体

個人市民税は、平成25年

度から年少扶養控除の廃止

等の影響もあり、増加してい

ます。令和4年度は個人所得

の増加がみられたことや、景

気回復の状況にあったことに

より、増加しています。

法人市民税は、企業業績の

影響を顕著に受けるため、増

減の幅が大きく現れる税目で

す。令和4年度は、主要法人

の減収により前年度に比べ、

1.9%、約2,800万円の減少

となりました。
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３.　過去２０年間の市民税収入の推移（納税義務者）

　人口の推移では、全体人口は令和4年度において若干減少しており、15歳以上65歳未満のいわゆる

生産年齢人口は若干増加しています。65歳以上の老年人口はこの10年間で大幅に増しています。あわ

せて右側の納税義務者を見ると、給与所得者等の特別徴収者数は増加しています。年金特別徴収者数

は制度を開始した平成21年度から増加傾向にあります。

　一人あたりの税額は、令和4年度の給与特別徴収は若干の増加、年金特別徴収は若干の減少となって
おり、普通徴収は増加しています。今後の高齢化の進展は、税収の状況に大きな影響を与えることが想
定されます。
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４.　過去２０年間の歳出決算推移

　その他の支出も年度によって増減が大きくなっています。

　平成25年度、平成28年度、令和元年度はそれぞれ仲よし幼稚園跡地、しおかぜホール茜浜用地、芝園
2丁目の市有地の売却による不動産売払収入を公共施設等再生整備基金等に積み立てた特殊要因に

より増加しています。また、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、市民1
人あたりに10万円を給付する「特別定額給付金給付事業」により増加しました。

　扶助費は増加傾向にありますが、令和4年度は新型コロナウイルス感染症対策として実施した子育て

世帯特別給付金支給事業などの縮小により減少したほか、児童手当支給事業、幼児教育・保育無償化
対応事業が対象者数の減により減少しました。

　令和元年度までは人件費（退職手当と職員給与等の合計）はほぼ横ばいで推移していましたが、令和

2年度から会計年度任用職員に対する報酬が上乗せされたことで増加しました。

　普通建設事業はその年に行う工事等によって大きな増減があり、近年、公共施設再生の取組により増
加傾向にありましたが、令和4年度は、小学校大規模改造事業、小学校長寿命化改修事業などで増加
する一方、新消防庁舎建設工事費、谷津小学校校舎改築事業などで減少したことにより全体としては減
少しました。

　物件費は業務の外部化、民間委託化による委託料の増などにより年々増加しています。令和4年度は、

住民情報オンライン処理事業においてマイナンバーカード所有者の転出・転入手続のワンストップ化に対

応するためのシステムを構築したほか、新型コロナウイルス感染症対策として住民税非課税世帯等臨時
特別給付金支給事業を実施したことにより増加しました。
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５.　過去２０年間の扶助費の推移

　増加要因の主なものは、
　　　児童福祉費 Ｒ４ Ｒ３ 伸び （単位：百万円）

　　　民間認可保育所運営費助成事業 2,060 1,814 246
　対象となる施設の増によるものです。

　　　社会福祉費 Ｒ４ Ｒ３ 伸び （単位：百万円）

　　　住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業 1,285 1,102 182
　対象者拡大によるものです。

Ｒ４ Ｒ３ 伸び （単位：百万円）

　　　障害者総合支援法に基づく給付事業 2,772 2,652 121
　利用者数の増によるものです。

　減少要因の主なものは、
　児童福祉費 Ｒ４ Ｒ３ 伸び （単位：百万円）

　　　子育て世帯特別給付金支給事業 19 2,250 ▲2,232
　事業の縮小によるものです。

　義務的経費の中で増加が著しいのが扶助費です。
　生活保護費はこれまで増加傾向にあり、令和3年度は医療扶助の減により減少に転じましたが、令和4

年度は増加に転じました。社会福祉費も障害者総合支援法に基づく給付事業の増加などにより増加傾

向が続いています。ただし、令和4年度は児童福祉費において施設整備を進めたことにより民間認可保

育所等への運営費助成が増加した一方、令和3年度に実施した子育て世帯への特別給付金支給事業

の縮小により大きく減少しています。
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計 35 37 38 41 46 49 53 78 86 85 91 100 105 116 124 126 138 149 188 170
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　◇令和４年度末 用途別債務残高の内訳

区　分 金額(百万円) 主なもの 金額

普通会計地方債 49,636 75億円

30億円

36億円

31億円

19億円

8億円

11億円

10億円

2億円

1億円

222億円

普通会計債務負担行為 6,462 16億円

6億円

5億円

4億円

計 56,098

 大久保地区生涯学習複合施設

 減税補てん債

 臨時財政対策債

 大久保地区生涯学習複合施設（施設整備分）

６.　実質的債務残高の推移

 消防指令管制システム賃借料

 学校給食センター（施設整備分）

 保育所・幼稚園・こども園

 清掃工場

 公営住宅

 給食センター

 減収補てん債
特例債

　本市は、借入額を償還額以下に抑えるなど、債務の削減に努めてきましたが、近年では国が特別に発

行を認める特例債の増加や公共施設再生の取組により、債務残高が増加傾向にあります。
　令和4年度は閉館した生涯学習施設の解体工事による新たな借り入れによって地方債残高が増加し

た一方、ＪＲ津田沼駅南口周辺開発整備用地、市立幼稚園及び小中学校空調機器賃借料などの債務

負担行為の償還が進んだことにより減少しています。

 市立幼稚園及び小中学校空調機器賃借料

 小中学校

 市庁舎

のうち実質的債務

 道路・街路

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度
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H26

年度
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年度
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年度
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年度

R元

年度

R２

年度

R３

年度

R４

年度

普通会計債務負担行為の

うち実質的債務
187 159 148 132 110 98 86 84 74 62 47 51 46 90 99 114 189 68 63 65

通常の地方債 273 264 251 229 212 196 183 177 178 174 170 170 169 202 220 251 276 294 285 273

特例債 130 148 159 168 172 173 180 195 207 217 225 229 235 236 236 235 230 226 238 224

計 590 571 559 529 494 468 449 456 458 453 442 451 450 528 555 600 696 588 585 561
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７.　基金残高の推移

８.　類似団体との比較：基金残高

　上のグラフは、基金残高を比較したものです。市有地売却収入を基金に積み立てたことなどにより、他
市と比較して高い水準にあります。

　近年の基金残高全体は、平成25年度に仲よし幼稚園跡地、平成28年度にしおかぜホール茜浜用地、

令和元年度に芝園2丁目の市有地の売却による不動産売払収入を基金に積み立て、令和3年度に今後

の臨時財政対策債の償還に備えた財源を確保することを目的として基金に積み立てた特殊要因により、
大幅に増加しました。

　財政調整基金が平成25年度から平成28年度まで及び令和3年度に増加しているのは、基金取り崩し

額が前年度決算剰余金積立額を下回ったことによるものですが、平成29年度から令和2年度まで及び

令和4年度は基金取り崩し額が剰余金積立額を上回ったため、減少しています。この財政調整基金は、

予期せぬ収入の減少や支出の増加のための基金であり、残高の動向には常に注視しておく必要があり
ます。

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H20

年度

H21

年度

H22

年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R元

年度

R２

年度

R３

年度

R４

年度

基金残高全体 47 45 44 46 51 51 43 47 53 67 121 118 120 144 133 126 168 141 156 152

財政調整基金 20 17 16 19 17 14 9 14 23 37 38 39 50 58 53 48 44 35 47 44
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習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

基金残高 152 159 109 81 126 92

基金全体のうち財政調整基金 44 79 45 32 90 64

ひとりあたり基金残高 87 93 52 40 74 60
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９.　経常収支比率の推移

※それぞれの項目で比率を計算していますので、合計の経常収支比率とは合わない場合があります。

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断する指標で、一般家庭におきかえればエンゲル係数にあた
るものです。市税や普通交付税など経常的に収入される財源と人件費や扶助費など毎年度必ず支出し
なければならない経常経費を比べたものです。この比率が低いほど弾力性が大きいことを示しています。

　令和4年度は、人件費や物件費の増加により、前年度と比較して7.8ポイント増となっています。
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年度
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年度
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年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R元

年度

R２

年度

R３

年度

R４

年度

％

習志野市

全国市町村平均

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H20

年度

H21

年度

H22

年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R元

年度

R２

年度

R３

年度

R４

年度

経常的繰出金 9.2 10.2 10.2 10.3 10.2 11.5 12.1 11.6 11.1 11.3 11.7 11.8 12.2 12.6 13.3 13.6 10.3 10.5 9.6 10.4

補助費等 3.1 3.1 3.0 2.8 3.0 3.0 3.2 2.9 3.3 3.3 3.2 3.4 3.1 3.4 3.5 3.6 7.0 6.5 5.9 6.1

維持補修費 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

物件費 18.9 18.2 17.9 20.8 21.5 22.3 22.2 21.3 21.1 21.8 22.4 23.5 23.1 23.5 23.7 23.8 23.9 19.6 18.4 20.4

公債費 12.6 13.5 14.1 14.9 15.3 15.5 15.7 15.3 15.4 14.8 14.8 14.4 12.3 11.6 12.5 13.0 13.7 15.1 13.4 14.6

扶助費 4.2 4.2 3.8 5.1 5.8 6.1 6.5 7.1 7.0 7.7 8.6 9.1 10.1 11.4 11.7 12.2 13.0 12.6 12.1 12.8

人件費 39.3 40.0 39.4 35.5 36.5 33.9 35.6 31.7 32.0 31.0 31.8 31.9 30.6 30.2 30.1 29.9 29.7 33.2 30.4 33.0

経常収支比率 87.8 89.7 88.9 89.9 92.8 92.8 95.7 90.3 90.2 90.3 92.8 94.4 91.7 92.9 94.9 96.3 97.9 97.7 89.8 97.6
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1０.　類似団体との比較：市債残高

１１.　類似団体との比較：経常収支比率

　習志野市は5市と比較すると、人件費の割合が高くなっています。

　上のグラフは、市債残高を類似団体と比較したものです。公共施設再生の取り組みを進める中で、他市

と比較して高い水準にあります。

　※それぞれの項目で比率を計算していますので、合計の経常収支比率とは合わない場合があります。

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

普通会計市債 496 312 623 424 288 421

ひとりあたり市債残高 284 182 299 207 170 274
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千円億円 類似団体との比較（普通会計市債残高）

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

経常的繰出金 10.4 13.9 11.8 11.7 5.2 10.9

補助費等 6.1 12.7 7.5 5.1 6.8 4.9

維持補修費 0.2 0.3 1.2 0.7 0.7 0.4

物件費 20.4 19.0 22.6 22.9 31.6 20.8

公債費 14.6 9.4 10.4 15.0 8.5 15.3

扶助費 12.8 12.0 14.1 12.5 10.3 14.3

人件費 33.0 25.2 20.3 27.0 26.3 26.1

経常収支比率 97.6 92.6 88.1 95.0 89.3 92.6
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１．地方公会計制度

第３章　令和４年度　地方公会計制度に基づく財務書類

３．財務書類四表の相関関係図

２．本市の財務書類

地方公共団体の会計方式は官庁会計と言われる現金主義・単式簿記で、現金の収入・支

出に着目しており、高い客観性や現金収支の厳密な管理という面で優れています。しかしな

がら、現金収支以外の情報（保有している土地・建物などの資産残高や将来返さなければい

けない負債の金額など）が見えづらいという欠点があります。

そこで、資産・負債をより正確に把握し、官庁会計を補完する目的で企業会計手法を活用

した地方公会計制度による財務書類四票を作成し活用するよう、平成２７年１月に総務省より

要請があり、統一的な基準が示されました。

現在、この要請を受け、全国の地方公共団体が統一的な基準により財務書類四票を作成

しています。

本市では、財務書類作成に必要となる複式簿記による仕訳を行う「日々仕訳システム」を財務

会計システムに導入し、官庁会計の予算執行と同時に財務書類四票を作成し公表しています。

※ 掲載しているものは「一般会計等財務書類」となり、特別会計・関連団体を含む「連結財務書類」

ではありませんのでご注意ください。

※ 記載の金額は表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合があります。

＋

歳計外現金残高

（うち現金
預金）

固定資産等の変動

本年度末残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

純行政コスト

本年度末

負債

純資産変動計算書【NW】

前年度末残高

純行政コスト

財源

資金収支計算書【CF】

前年度末残高

本年度末残高

貸借対照表【BS】

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

行政コスト計算書【PL】

資産

純資産
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【内訳】 【内訳】

A 固定資産

a 有形固定資産

　①事業用資産 市が発行した地方債（翌年度に償還しないもの）

庁舎・学校・公民館等 b 退職手当引当金

　②インフラ資産 全職員が退職した場合の見積額

道路・公園等 c 借入金等

　③物品 借入金・その他引当金等

b 無形固定資産

借地権等

市が発行した地方債（翌年度に償還するもの）

c 投資その他の資産 b 未払金等

①投資および出資金 未払金・前受収益・預り金等

有価証券・出資団体等への出資等

②基金

特定目的の基金等

③その他

長期延滞債権・長期貸付金等

B 流動資産

a 現金預金

現金・預金等

b 基金

財政調整基金等

c その他

未収金・短期貸付金等

※有形固定資産は減価償却累計額を控除した額を記載

 負債

４．財務書類

12億1千万円

3,910億9千万円

市の所有資産の内容と金額です。行政サービス
の提供能力を表しています。

借入金や将来の職員の退職金など、将来世代が
負担する債務です。

（１）一般会計等　貸借対照表　【BS：Balance Sheet】 (令和5年3月31日現在)

資産の部 4,049億5千万円 負債の部 634億6千万円

D 流動負債 80億6千万円

5億1千万円

2億0千万円

　　貸借対照表とは、バランスシートとも呼ばれており、資産・負債・純資産の３つの要素から構成されていま
す。
　　左側に市民の財産や権利など将来にわたる様々な行政サービスを提供する「資産」が、右側にそれを築く
ための借入金などで将来の世代が返済することになる「負債」と国や県からの補助金（国民や県民からの
税金）や市税などにより今までの世代が負担し、返済の必要がない「純資産」が記載されています。

66億8千万円
純資産の部 3,414億9千万円

3,819億0千万円

C 固定負債 554億0千万円

1,372億2千万円

a 地方債 445億7千万円

89億9千万円

a 1年内償還予定地方債 54億9千万円

25億7千万円

2,441億6千万円

93億3千万円

15億0千万円

市民一人当たりの
貸借対照表

36万3千円

純資産 195万1千円
資産 231万3千円

純資産とは現在までの世代が負担した金額で、
正味の資産です。

資産　計 4,049億5千万円 負債・純資産　計 4,049億5千万円

138億7千万円

46億3千万円

89億0千万円

3億3千万円

11億0千万円
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【内訳】

ａ 人にかかるコスト

職員の給与・議員歳費・退職手当など

ｂ 物にかかるコスト

ｃ 移転支出的なコスト

社会保障給付費・各種団体への補助金など

ｄ その他のコスト  

地方債の利子など

経常費用合計 33万8千円

経常収益合計 　1万8千円

純経常行政コスト 32万0千円

臨時損失-臨時利益  1千円

純行政コスト 32万1千円

（３）　一般会計等　純資産変動計算書　【NW：Net Worth】

【内訳】

A 純行政コスト

B 財源

税収・国や県からの補助金等

C その他の変動

資産評価差額・無償所管換等

140億3千万円

188億7千万円

経常費用から経常収益を差し引いた行政コスト

△0.3千万円

△562億1千万円

558億8千万円

△3億3千万円本年度純資産変動額

前年度末（令和３年度末）
純資産残高

251億4千万円

物品購入・光熱水費・施設などの修繕費・
減価償却費など

B　経常収益 31億3千万円

C　純経常行政コスト
（A-B）

560億8千万円

Ｆ　純行政コスト
（C+（D-E））

562億1千万円

純経常行政コストに臨時損失を加えて臨時利益
を差し引いた行政コスト

市民一人当たりの行政コスト計算書

（２）　一般会計等　行政コスト計算書　【PL：Profit and Loss Statement】

A　経常費用合計 592億1千万円
D　臨時損失 １億4千万円

災害復旧工事、資産売却損などの臨時に発生す
る費用

E　臨時利益 1千万円
資産売却益など臨時の利益

   　行政コスト計算書とは、１年間に行政サービスの提供に掛けた費用と使用料・手数料等から得られた収
入を比較して示すものです。
   建物・設備などを１年間使用した場合に、消費した分を費用とみなして「減価償却費」という項目で計上し
ています。

行政サービスの提供にかけたコスト

本年度末（令和４年度末）
純資産残高

3,418億2千万円

3,414億9千万円

   純資産変動計算書とは、１年間の貸借対照表の純資産の変動を明らかにするものです。すなわち貸借対
照表の純資産の期首と期末の残高と期中の増加及び減少、それぞれの額を表しています。

11億7千万円

行政サービスの利用で市民の皆さんが直接負担
する施設使用料・手数料等

13



【内訳】

A 業務活動収支（（b-a）+（d-c））
a 業務支出

人件費・物件費・移転支出等

b 業務収入

地方税・社会保険料・使用料等

c 臨時支出

災害復旧事業費支出等

d 臨時収入

災害復旧事業に係る国県等補助金等

B 投資活動収支(b-a）
a 投資活動支出

公共施設等整備費支出・基金の積立等

b 投資活動収入

基金取崩収入・資産売却収入・国県等補助金等

C 財務活動収支（b-a）
a 財務活動支出

公債の現金返済等

b 財務活動収入

公債の発行収入

D その他の収支
源泉所得税等の預り金の増減額

△29億8千万円
55億3千万円

25億5千万円

本年度末（令和４年度末）現金預金残高 ４６億３千万円

2千万円

（４）一般会計等　資金収支計算書　【CF：Cash Flow】

５１億９千万円

△5億6千万円

   資金収支計算書とは、１年間の市全体の現金の収入（歳入）と支出（歳出）が、どのような理
由で生じたのかを、性質別に区分して整理したものです。

本年度現金預金収支額（A＋B＋C＋D）

前年度末（令和３年度末）現金預金残高

41億3千万円

0千万円

0千万円

39億9千万円
543億6千万円

583億5千万円

△15億9千万円
57億2千万円

14



平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

173,362 174,033 175,301 175,076 175,043

指標一覧
分析の

視点
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

千円

2,333
千円

2,354
千円

2,332

千円

2,334
千円

2,313

6.4年 6.1年 4.9年 5.8年 5.9年

64.3% 64.6% 64.4% 65.4% 66.7%

84.2% 83.9% 83.5% 83.7% 84.3%

12.8% 13.3% 13.6% 13.7% 13.1%

千円

369
千円

379
千円

384
千円

382
千円

363

百万円

△3,324
百万円

2,023
百万円

△2,991
百万円

3,003
百万円

2,069

11.4年 13.3年 13.0年 7.2年 8.6年

住民一人当たり負債額
＜負債÷住民基本台帳人口＞

金額がわかりやすい情報になるとともに、他の地方公共団体との比較が容易になります。

地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。
必要な投資を行った結果赤字になることもありますので、一概に黒字であれば評価できるものではありませ
ん。

債務償還比率（参考指標）
＜（地方債＋1年内償還予定地方債-基金合計）÷臨時収

支を除いた業務活動収支＞

基礎的財政収支（プライマリーバランス）
＜業務活動収支（支払利息支出を除く）+投資活動収支

　（基金積立支出及び基金取崩収入を除く）＞

   ここでは、一般会計等財務書類を基にして、総務省より示されている各種指標について、直近5ヶ年
度（平成30年度～令和4年度）分を算出し、比較します。
   計算の根拠となる数字や、より詳細な分析は、習志野市ホームページの「令和4年度　習志野市の
財務報告書」に掲載しています。

５．指標

（１）経年比較

①
資
産
の
状
況

②
資
産
と
負
債
の
比
率

金額がわかりやすい情報になるとともに、他の地方公共団体との比較が容易になります。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての資産
が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、耐用年
数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

資産の額のうち、現在までの世代が負担してきた額の割合が分かります。

社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による形成割合を算出することにより、社会資本等形成に
係る将来世代の負担の程度を把握することができます。

住民基本台帳人口（人）　3月31日現在

指標名

実質債務が償還財源上限額の何年分あるかを示す指標です。債務償還能力は、債務償還比率が短いほど高
く、債務償還比率が長いほど低いといえます。

住民一人当たり資産額
＜資産÷住民基本台帳人口＞

歳入額対資産比率
＜資産÷（業務・投資・財務活動収入＋前年度末資金残高）＞

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）
＜償却資産減価償却累計額÷償却資産取得価額＞

純資産比率
＜純資産÷資産＞

社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）
＜（地方債＋1年内償還予定地方債）÷有形・無形固定資産＞

③

負

債
の

状

況
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指標一覧
分析の

視点
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

272千円 257千円 402千円 324千円 321千円

5.9% 5.7% 3.9% 5.1% 5.3%

住民一人当たり行政コスト
＜純行政コスト÷住民基本台帳人口＞

指標名

【解説】

①資産の状況
　　令和４年度は、総資産は約３７億円減少していることから、住民一人当たり資産額も減少となりまし
た。有形固定資産減価償却率は、令和３年度以前に比べて増加しており、依然として高いことから、公
共施設の老朽化が進んでいることがわかります。
 
②資産と負債の比率
　　現役世代と将来世代の負担割合を示す純資産比率は、やや増加しており、依然として高い水準で
す。また、将来世代負担比率は減少し、低い水準のため、将来世代への負担は少なく、資産形成されて
いると言えます。

③負債の状況
　　基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、令和2年度までは赤字が続いていましたが（令和元年
度は資産売却収入約５２億円を計上したため黒字）、令和3年度以降は、公共施設等整備支出等の
減少により、プラス収支となっています。

④行政コストの状況
　　令和４年度は、純行政コストの減少したことにより、住民一人当たり行政コストも減少しました。令和
2年度は新型コロナウイルス感染症対策が要因で、非常に大きく増加していますが、令和元年度以前
と比較すると増加傾向にあります。今後は人口の減少が予想され、社会給付費等の義務的経費は
年々増加傾向にあることから、一人当たりの行政コストも増加していくことが考えられます。

⑤受益者負担の状況
　　受益者負担の割合は、新型コロナウイルス感染症対策による経常費用が増加し、大幅の低下した
令和２年度を除くと、概ね５～６％程度の横ばいとなっており、低水準となっていると言えます。
　　今後も受益者負担の公平性、公正性の確保に努めていく必要があります。

⑤

受

益
者

負

担

の
状

況

金額がわかりやすい情報になるとともに、他の地方公共団体との比較が容易になることで、当該団体の効率
性の度合いを分析することができます。

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。当該団体の受益者負担の状況
を把握することができます。

受益者負担の割合
＜経常収益÷経常費用＞

④

行

政
コ

ス

ト

の
状

況
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（２）千葉県内他市町村比較

　ここでは、習志野市と千葉県内他市町村を比較します。
　同じ千葉県内にある市でも人口規模などはそれぞれ異なるため、自治体間の各種比較は、人口規模
や産業構造などによって分類される「類似団体」間で行うことが一般的です。
　今回は、県内における８つの類似団体と比較して分析を行いました。すべての地方公共団体が公表し
ている令和３年度分を使っています。

【解説】

①これまで公共施設の整備を積極的に行ってきた結果、住民一人当たりの資産額は浦安市に次い

で多く、老朽化比率を表す有形固定資産減価償却率も高い水準となっており、資産の状況は、全国

類似団体平均を上回っています。 公共施設を多く保有していると、その分、施設の維持管理や更新

のコストがかかることになります。また、施設の老朽化も進んでいることから、今後も施設の集約・更

新・長寿命化に積極的に取り組んでくことが必要です。

②純資産比率と将来世代負担比率は中位となっています。この比率では、現役世代と将来世代の負

担割合を計れます。純資産比率は、全国類似団体平均と比べると高めです。また、将来世代負担比

率も低いため、将来世代への負担は重くなく、現役世代の負担で賄われている部分が大きいことが

わかりますが、①で見たように老朽化した公共施設が多いことから、今後の更新費用等について、将

来世代への負担を求めていくべきか検討していく必要があります。

③住民一人当たりの負債額は１番多く、全国類似団体平均を上回っています。習志野市が取り組ん

でいる公共施設再生の財源として地方債を発行しており、増加傾向にあります。今後、人口減少が加

速していくと、住民一人当たりの負債額増加が懸念されます。

④住民一人当たりの行政コストは中位となっています。昨年より減少となりましたが、少子高齢化が

進んでいることで、社会保障給付費は年々増加傾向となっています。経営改革に取り組み、削減又は

今後もこの水準を維持できるよう努めていく必要があります。

松　戸　市 市　川　市 流　山　市 八千代市 習志野市 佐　倉　市 浦　安　市 野　田　市
全国類団

平均

497,089 491,545 205,439 203,524 175,076 171,747 169,259 153,529

住民一人当たり

資産額：千円
1,674 2,138 964 949 2,334 1,789 2,856 810 1,616

歳入額対

資産比率：％
4.3 5.6 2.3 2.7 5.8 5.2 6.3 1.9 3.7

有形固定資産

減価償却率：％
69.3 63.1 49.1 54.1 65.4 55.8 68.4 57.6 61.2

純資産比率：％ 82.0 90.7 65.5 72.4 83.7 87.7 90.9 57.0 80.2

将来世代

負担比率：％
16.7 6.3 36.4 25.4 13.7 11.2 7.8 41.1 -

住民一人当たり

負債額：千円
302 198 332 262 382 219 260 349 320

プライマリーバランス

：百万円
5,197 5,800 △3,184 5,989 3,003 1,906 5,392 1,929 3,505

債務償還比率

（参考指標）：年
6.79 1.56 21.70 4.62 7.21 6.77 1.71 7.04 -

行政コスト

の状況

住民一人当たり

行政コスト：千円
314 320 328 276 324 307 376 327 352

受益者負担

の状況

受益者負担

の割合：％
4.1 5.1 4.7 6.7 5.1 2.1 5.3 4.6 4.5

資産と負債

の比率

負債

の状況

市　町　村　名

人　　　口
(R4.3.31)：人

資産

の状況
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習志野市における地方公会計制度の経緯 
年度 実施内容等 

平成１４年度 
平成１３年度決算について、決算統計の数値を組み替えて作成する総務省モデルに基づ

き、普通会計のバランスシートを作成・公表 

平成２１年度 

総務省「基準モデル」に基づき、平成２０年度決算について、連結ベースでの財務書類四

表を作成するとともに、習志野市の財政状況を明らかにした年次報告書として、「2008

年度習志野市財務報告書」を作成 

平成２３年度 

公認会計士による市民向け「財務報告書説明会」を開催（以降、毎年３月に実施） 

千葉大学と協働で、多くの市民に市の財務状況を理解してもらうことを目的として、「バラ

ンスシート探検隊」事業を開始（以降、令和元年度まで隔年で実施） 

平成２４年度 

市の財政を家計簿に例えて検証する目的で、ファイナンシャルプランナー・公募市民等を

招き、「習志野市の家計簿をチェック！座談会」を開催（平成２８年度に「定期診断編」と

題した見直しを実施） 

平成２３年度決算から、施設別のフルコストを算出 

平成２６年度 平成２５年度決算から、所管課別のフルコストを算出 

平成２７年度 
「バランスシート探検隊」事業について、Japan Association of Governmental 

Accounting（公会計改革ネットワーク 現 政府会計学会）と協定を締結 

平成２８年度 
平成２８年度予算執行から、より正確な施設別コストの算定を行うため、「施設マイナンバ

ー」を導入 

平成２９年度 

平成２９年度予算執行から、「日々仕訳システム」を導入 

平成２８年度決算について、「統一的な基準」による組み替えでの財務書類を作成・公表 

「バランスシート探検隊」事業について、日本公認会計士協会千葉会と協定を締結 

財務報告書説明会に市内在住の公認会計士を起用 

平成３０年度 
新公会計制度普及促進連絡会議に参加 

平成２９年度決算について、日々仕訳による、「統一的な基準」の財務書類を作成・公表 

令和 2年度 
習志野市公共施設等再生推進審議会へ関係課として出席及び「予定財務書類」など 

資料提供 

令和 3年度 バランシート探検隊全国会議を習志野市で開催 

 

 習志野市 

〒275-8601 千葉県習志野市鷺沼二丁目１番１号 

TEL:047-453-9207 FAX:047-453-7768 

MAIL:koukaikei@city.narashino.lg.jp 

 


